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はじめに

（ライフサイクルアセスメント）については、これまでに様々な具体的な方法や手LCA
順等が提唱されていますが、 年に国際標準化機構（ ）から、 シリーズ1997 ISO ISO14040

、 （ ）として 環境マネジメント－ライフサイクルアセスメント－原則及び枠組みISO14040
が発行されていますので、本書では、その日本語版である （日本規格協会）をJISQ14040
基に、 の概要について簡単に説明いたします。LCA

なお、 規格は、非関税障壁となったり、法的義務が発生するものではありません、ISO
あくまでも国際的な民間機関による自主的な規格です。詳細については、 の本JISQ14040
文をご参照下さい。

１．LCAとは

ライフサイクルアセスメント（ ）の定義は以下の通りです。LCA

製品システムのライフサイクルを通じた入力、出力、及び潜在的な環境影響のまとめ

並びに評価

なお、製品システムの定義は 「一つまたはそれ以上定義された機能を果たす、物質及、

びエネルギー的に結合された単位プロセスの集合体」となっていますが、一般的には、製

品やサービスのことを言います。農業分野の場合、農作物や農業関連のサービスというこ

とになります。また 「ライフサイクル」の定義は 「原材料の採取、又は天然資源の産、 、

出から最終処分までの、連続的で相互に関連する製品システムの段階」となっています。

つまり、農産物の を実施する場合には 「農作物のライフサイクルを通じた入力、出LCA 、

力、及び潜在的な環境影響のまとめ並びに評価」を実施することになります。

具体的な方法については、 以降の規格に示されていますが、 は単一の方ISO14041 LCA
。 、 、法というものは存在しません 従いまして 実施する の目的及び調査範囲によってLCA

その調査の具体的な方法や詳細度が大きく変わることもあります。

以下に の特徴を示します。LCA

・ 調査は、原材料の採取から最終処分に至る製品システムの環境側面を体系的、かLCA
つ、適切に取り扱うべきものです。

・ 調査の詳細度及び対象期間は、目的及び調査範囲の設定によって大幅に変わる場LCA
合があります。

・ 調査の調査範囲、前提条件、データ品質の記述、手法、及び結果は、透明性を保LCA
つべきで、 調査においては、データ源について検討及び文書化し、明確、かつ、LCA
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適切に伝達する必要があります。

・ 調査の意図した用途によっては、機密保持及び所有権にかかわる事項を尊重するLCA
ための条項の設定が必要になります。

・ 手法には、新しい科学的な知見及び技術レベルの進展を柔軟に受けいれる必要がLCA
あります。

・一般に対して開示する比較主張に用いられる 調査には、特定の要求事項が適用さLCA
れます。

・ の結果を単一の包括的な評点又は数値に統合する科学的根拠はありません。そのLCA
理由は、分析されるシステムにはライフスタイルの様々な段階において、種々のトレー

ドオフ及び複雑さが存在するためです。

・ 調査を実施するための単一の方法というものは存在しません。利用者の特定の用LCA
途及び要求事項に基づいて、この規格で述べるように、組織は実用的に を実施すLCA
る柔軟性が必要です。

２．LCAの構成

ライフサイクルアセスメントは以下に示すように、目的及び調査範囲の設定、インベン

トリ分析、影響評価及び結果の解釈の４つの構成段階より成り立ちます。なお、影響評価

を実施しない調査については、目的及び調査範囲の設定、インベントリ分析及び結果の解

、 。釈の３つの構成段階から成り立ち それはライフサイクルインベントリ調査と呼ばれます

なお、 の結果は、種々の意志決定過程への有用な判断材料となり得ます。以下にLCA
の図に例示された の用途は、規格の適用範囲外となります。LCA

ライフサイクルアセスメントの枠組み

目的及び調査範囲

の設定 直接の用途

－製品の開発及び改善

解 －戦略立案

インベントリ分析 釈 －政策立案

－マーケティング

－その他

影響評価
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３．各構成段階の概要

（１）目的及び調査範囲の設定

調査を実施する場合、意図した用途に整合するように、調査の目的及び調査範囲LCA
を明確に設定する必要があります。

以下に調査の目的及び調査範囲の要求事項を示します。

①調査の目的

調査の目的では以下の内容について明確に記述する必要があります。LCA
・意図する用途

・調査を実施する理由

・意図する伝達先（調査の結果を伝えようとしている相手）

②調査範囲

調査の調査範囲を設定する際は、次の事項を考慮し、明確に記述する必要がありLCA
ます。

・製品システム、又は比較調査の場合は複数の製品システムが持つ機能

・機能単位

・調査対象の製品システム

・製品システム境界

・配分の手順

・環境評価の手法、及び引き続いて実施される解釈の方法

・必要とされるデータ

・前提条件

・限界

・初期のデータ品質要件

・実施される場合には、クリティカルレビューの種類

・調査に要求される報告書の種類及び書式

調査の広がり、深さ及び詳細度が、目的と矛盾なく、かつ、十分であるように、調査範

囲を適切に設定することが望まれます。また、 は手順を反復する技法ですので、調LCA
査中に追加的な情報が収集されるに伴って、その調査範囲を修正する必要が生じる場合が

あります。
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（２）ライフサイクルインベントリ分析

①概要

インベントリ分析は、製品システムに関連する入力及び出力を定量化するためのデータ

収集及び計算となります。このような入力及び出力の項目としては、システムに関連した

資源の使用及び大気圏、水圏並びに陸圏への排出等が挙げられます。

の目的及び調査範囲によって、インベントリ分析からライフサイクル影響評価のLCA
段階へと進む場合もありますし、そのまま最後の段階である解釈の段階へと進む場合もあ

ります。

インベントリ分析の手順は反復的なものです。システムに関してデータ収集を行い、よ

り多くのことが明らかになるにつれて、調査の目的に合致するような新しいデータの要件

又は限界が特定されてくることがあります。また、ときには、調査の目的又は調査範囲を

変更しなければならないような問題が明らかになる場合もあります。

②データ収集及び計算手順

インベントリ分析では、システム境界内に含まれる各単位プロセスに対して、定性的及

び定量的データを収集する必要があります。

データ収集に用いられる手順は、一定ではなく、調査範囲、単位プロセス、又は意図し

た用途によって変わってきます。また、データ収集は、多大な資源（人的・物質的・経済

的）を必要となる場合もありますので、実際上の制約等を調査範囲の中で考慮し、調査報

告の中で文書化することが望まれます。

計算上考慮すべきいくつかの重要事項を以下に示します。

○配分手順は、複数の製品（例えば、石油精製からの複数の製品）を含むシステムを扱

う場合に必要となります。なお、その配分手順については、文書化し、根拠を示す必

要があります。

○エネルギーフローの計算では、エネルギー発生の及び使用にかかわる入力及び出力と

ともに、利用する燃料の種類及び電源構成、エネルギーの変換効率並びに輸送効率を

考慮することが望まれます。

（３）ライフサイクル影響評価

の影響評価段階は、ライフサイクルインベントリ分析の結果を使って、潜在的なLCA
環境影響の重要性を評価することが目的です。具体的には、インベントリデータを特定の

環境影響との関連付けを行います。なお、調査の目的及び調査範囲によって、内容の詳細

度、評価する影響及び使用する手法の選択を行います。
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この段階でも、インベントリ分析と同様、 調査の目的及び調査範囲を再吟味するLCA
反復的過程を含みます。この吟味によって、調査の目的が達成されたかどうかを判断した

り、又はその目的が達成不可能の場合には、調査の目的及び調査範囲を修正することにな

ります。

環境評価段階では、次の事項を要素の一部として含むことがあります。

・インベントリデータをそれぞれの影響領域に割り振ること（分類化）

・それぞれの影響領域内でインベントリデータをモデル化すること（特性化）

・非常に特殊な場合で、かつ、意味のあるときに限り、可能な場合は特性化の結果を統

合すること（重み付け 。）

なお、影響評価の方法論的及び科学的枠組みは、未だに開発途上で、インベントリデー

タを整合的、かつ、正確に特定の潜在的な環境影響と関連づける方法で、広く受けいれら

れるものは存在していません。

影響領域の選択、モデル化、及び評価といったライフサイクル影響評価の段階には、主

観的要素が入ります。したがって、その前提条件が明記され報告されることを確実にする

ために、透明性は影響評価にとって不可欠となっています。

（４）ライフサイクル解釈

解釈では、結論及び提言を導き出すために、設定された目的及び調査範囲と整合性をも

って、インベントリ分析及び影響評価から得られた知見を統合します。なお、ライフサイ

、 。クルインベントリ調査の場合には インベントリ分析だけから得られた知見を統合します

、 、 、この解釈での知見は 意志決定者に対して 調査の目的及び調査範囲と整合性をもって

結論及び提言の形式をとる場合があります。また、この解釈段階でも、 の調査範囲LCA
及び収集されたデータの特性並びに品質を、設定された調査の目的に整合するように再吟

味し、修正を行う反復過程が含まれる場合があります。なお、解釈段階の知見は、実施さ

れるすべての感度分析の結果を反映している事が望まれます。

解釈に続く決定や行動は、解釈で得られた知見の中で特定された環境的意義を配慮する

としても、 調査の調査外となっています。それらの決定や行動は、技術特性、経済LCA
的及び社会的側面など、ほかの要因も合わせて考慮することが必要となるからです。

４．報告

の結果は、公正、完全、かつ、正確に、意図した伝達先に報告する必要がありまLCA
す。報告書の種類と書式は、調査範囲の設定段階において定義します。

の結果、データ、方法、前提条件及び限界は、透明性があり、その 調査に固LCA LCA
、 。有の複雑さ及びトレードオフを読者に理解されるように 十分詳細に示す必要があります

また、報告書は、結果及び解釈が調査の目的と矛盾なく使われることを可能とするもので
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なければなりません。

の結果を第三者、すなわち調査の責任者又は 従事者以外の利害関係者に伝達LCA LCA
する場合、伝達の形式にかかわらず第三者向け報告書を作成する必要があります。この報

告書は、参照可能な文書の一つとして、伝達される第三者の誰もが利用可能でなくてはい

けません。

第三者向け報告書は次の事項を含む必要があります。

)一般的側面a
) の責任者、 の従事者（内部又は外部）1 LCA LCA
)報告の日付2
)調査がこの規格の要求事項に従って実施されたことを示す記述3

)目的及び調査範囲の伝達b
)ライフサイクルインベントリ分析：データ収集及び計算手順c
)ライフサイクル影響評価：実施された影響評価の手法及び結果d
)ライフサイクル解釈e

)結果1
)結果の解釈にかかわる、手法及び関連データ双方についての、前提条件及び限界2
)データ品質の評価3

)クリティカルレビューf
)レビュー実施者の氏名及び氏名1
)クリティカルレビュー報告書2
)提言に対する対応3

比較主張の場合は、次の点についても報告書に記載する必要があります。

・物質及びエネルギーのフローの取捨選択の根拠となる分析

・使用したデータの精度、完全性及び代表制の評価

・比較されるシステムの同等性についての記述

・クリティカルレビューの過程についての記述。

５．クリティカルレビュー

（１）概要

クリティカルレビューの過程は、次の事項を保証する必要があります。

・ を実施するために用いた方法が、この規格に合致しているLCA
・ を実施するために用いた方法が、科学的及び技術的に妥当であるLCA
・使用したデータが、調査の目的に照らして適切、かつ、合理的である

・解釈は、明らかになった限界及び調査の目的を反映している

・調査報告は、透明性及び整合性がある

この規格では、 において設定する調査目的又は用途の内容に関する要求事項を規LCA
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定していません。したがって、クリティカルレビューは、 で選択された調査目的又LCA
は の用途について検証したり正当化するものではありません。LCA

また、実施するクリティカルレビューの範囲及び種類（内部専門家レビュー、外部専門

家レビュー、利害関係者によるレビュー）は、ＬＣＡの調査範囲の設定段階で定義する必

要があります。

（２）クリティカルレビューの必要性

レビューは、例えば、利害関係者を参画させることで、 調査の理解を促進され、LCA
その信頼性を増すことがあります。

比較主張を支援するために の結果を使用する場合には、 調査に関与しなかっLCA LCA
た利害関係者に影響を与える可能性があるので、特別に注意を要したクリティカルレビュ

ーが必要です。なお、比較主張の支援に 結果を使用する場合には、外部の利害関係LCA
者への誤解や悪影響の可能性を軽減するため、クリティカルレビューを実施する必要があ

ります。ただし、クリティカルレビューを実施したという事実は、いかなる場合において

も 調査に基づく比較主張の正当性を保証することを意味するものではありません。LCA

（３）クリティカルレビューの過程

調査においてクリティカルレビューを実施する場合、実施する理由、対象範囲、LCA
詳細度及びレビューに参画させる者の特定等のクリティカルレビューの範囲は、調査の目

LCA的及び調査範囲の設定段階で明確にすることが望まれます。また、必要に応じて、

調査の内容に関する守秘協定を結ぶことが望まれます。

①内部専門家レビュー

クリティカルレビューを を実施した組織の内部で行う場合には、 調査とは独LCA LCA
立の、内部専門家が実施する必要があります。この専門家は、 の規格の要求事項にLCA
精通し、必要な科学的及び技術的な専門知識を有することが望まれます。

レビュー文書は、 調査を実行した者又は内部の独立した専門家が作成した後、内LCA
部の独立した専門家がこれを審査します。なお、レビュー文書は 調査報告書に含めLCA
る必要があります。
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②外部専門家レビュー

クリティカルレビューを を実施した組織の外部で行う場合には、 調査とは独LCA LCA
立した外部専門家が実施する必要があります。この専門家は、 の規格の要求事項にLCA
精通し、必要な科学的及び技術的な専門知識を有することが望まれます。

レレビュー文書は、 調査を実行した者又は内部の独立した専門家が作成した後、LCA
内部の独立した専門家がこれを審査します。なお、レビュー文書、 従事者のコメンLCA
ト及びレビュー実施者の提言への対応は、 調査報告書に含める必要があります。LCA

③利害関係者によるレビュー

利害関係者を入れたレビューでは、外部の独立した専門家を、レビュー委員会の委員長

として選任し、委員長は、レビューの目的、範囲及び予算に基づき、独立した適格なレビ

ュー実施者を委員として選定します。

、 、 、この委員会には 調査から得られた結論によって影響を受ける 他の利害関係者LCA
例えば、政府機関、非政府団体、競合者の企業、取引先の企業及び消費者を含めることが

あります。

レビュー文書及びレビュー委員会報告書は、専門家のコメント及びレビュー実施者又は

委員会による提言への全ての対応とともに、 調査報告書に含める必要があります。LCA


